
■発災時における福祉避難所の円滑な設置・運営を実現するため、地元自治町会等と
連携し、継続的に設置訓練を実施するとともに、さまざまな障害特性に応じた適切
な対応ができるよう福祉避難所の設備や備蓄品等の充実を図ります。

福祉避難所（障害者施設）の強化福祉避難所（障害者施設）の強化

■災害時に、一人で避難することが困難な障害のある方の安否確認や避難行動支援等に
ついて、地域住民等との連携を踏まえながら、具体的な対応方法を検討し、関係機関や
地域で支援できる体制を整えます。

避難行動要支援者への対応の充実避難行動要支援者への対応の充実

■発災時に視覚障害のある方や聴覚障害のある方へ災害情報を伝えるシステムのさらな
る周知を図ります。

障害種別に応じた災害情報の伝達方法の充実障害種別に応じた災害情報の伝達方法の充実

医療依存度の高い在宅療養者や医療的ケア児の災害時支援の強化医療依存度の高い在宅療養者や医療的ケア児の災害時支援の強化

■障害のある方や家族が、災害時に備えて薬剤や医療資材を準
備するよう、啓発を図ります。また、災害時要配慮者を対象と
した避難支援計画を充実させ、関係機関や地域で支援でき
る体制を整えます。

■医療依存度の高い在宅療養者や医療的ケア児に対しては、災害時の支援体制を構
築することを検討します。

■平常時から必要な医薬品・医療資機材等を備蓄するとともに、
災害時には区薬剤師会と連携し、災害薬事センターの開設や
運営を行い、医薬品等卸売販売業者からの医薬品等の供給体
制を確保します。

災害時における医薬品や医療資材等の確保災害時における医薬品や医療資材等の確保

❹防災対策の充実

【重点的な取組】

・障害者施設の防災
拠点化
・災害時要配慮者への
対応計画の作成
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計画策定の背景と趣旨

計画の位置付け

計画の対象

1

2

第６期葛飾区障害福祉計画・第２期葛飾区障害児福祉計画

国の基本指針に基づく成果目標

5

1

3

計画の期間4

●近年、障害のある方の高齢化と障害の重度化が進む中で、障害福祉のニーズはますま
す複雑多様化しており、すべての障害のある方が、地域で安心して生活できるまちづ
くりが求められています。また、障害者基本法の理念にのっとり、障害の有無によって
分け隔てられることなく、障害のある方もない方も相互に人格と個性を尊重し合い、と
もに支えあいながら暮らすことができる地域共生社会の実現が求められています。

●障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の提供体制を確保するため、「第 6期葛
飾区障害福祉計画」及び「第２期葛飾区障害児福祉計画」を策定しました。平成 30
（2018）年度を初年度とした「葛飾区障害者施策推進計画」については、基本理念、基
本目標及び施策の体系をそのままに、所要の見直しを行いました。

●「第６期葛飾区障害福祉計画」及び「第２期葛飾区障害児福祉計画」はそれぞれ
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援
法）第 88 条に基づく「市町村障害福祉計画」、児童福祉法第 33 条の20に基づく「市
町村障害児福祉計画」として位置付けています。

●「葛飾区障害者施策推進計画」は、本区の障害者施策を総合的かつ計画的に推進
するための基本計画であり、障害者基本法第11条第３項に基づく「市町村障害者計
画」として位置付けています。

●本計画では、手帳の有無にかかわらず、身体障害、知的障害、精神障害、発達障害、
高次脳機能障害、難病等があるために日常生活又は社会生活を営む上で何らかの
制限を受ける方や不自由な状態にある方を計画の対象とします。

●「第６期葛飾区障害福祉計画」及び「第２期葛飾区障害児福祉計画」は、国の基本指
針に基づき、令和３（2021）年度から令和５（2023）年度までの３年間を計画期間とし
ます。

●「葛飾区障害者施策推進計画」は平成30（2018）年度から令和５（2023）年度までの
６年間を計画期間としています。

　本冊子の下部に印刷されている記号は、「音声コード（Uni-Voice）」です。また、ページの端にある半円の
切り欠きは、「音声コード（Uni-Voice）」の位置を示しています。
　「音声コード（Uni-Voice）」の情報は、専用機械や携帯電話・スマートフォン（アプリ）を使って音声で読み
上げることができます。

区の目標値
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区の目標値

福祉施設の入所者の
地域生活への移行

施設入所者の地域生活への移行　21 人

施設入所者数の削減
（令和５（2023）年度末施設入所者数）　329 人

地域生活支援拠点等が
有する機能の充実

国の基本指針に基づき、令和５（2023）年度末までに、地域生
活支援拠点を整備
その機能の充実のため、葛飾区障害者施策推進協議会で運用
状況の検証及び検討を年１回以上実施

福祉施設から一般就労

への移行等

福祉施設から一般就労への移行者数　61 人
　・就労移行支援事業　　　47 人
　・就労継続支援Ａ型事業　４人
　・就労継続支援Ｂ型事業　10 人

就労移行支援事業等を通じた一般就労への移行者のうち
就労定着支援事業の利用率　７割

就労定着率が 8 割以上の就労定着支援事業所の割合　７割

相談支援体制の充実・

強化等

総合的・専門的な相談支援の実施のため、令和５（2023）年度
末までの基幹相談支援センターの設置に向け検討
相談支援事業者の人材育成支援や相談機関との連携強化を図
るため、相談支援事業者が委員として在籍する相談支援部会
や相談支援専門員研修会を年間複数回開催

障害児支援の提供体制の

整備等

児童発達支援センターの設置数　３箇所

保育所等訪問支援を利用できる体制の構築

主に重症心身障害児を支援する
児童発達支援事業所又は放課後等デイサービス事業所

　  ５箇所以上

医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置及び
コーディネーターの配置



自立支援給付事業の見込み2 地域生活支援事業の見込み3

障害児支援給付事業の見込み4
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[   ] 内は精神障害のある方の内数

サービス名 単  位 令和 3
(2021) 年度

令和 4
(2022) 年度

令和 5
(2023) 年度

訪
問
系
サ
ー
ビ
ス

居宅介護
利用者数（月） 448 426 406

利用時間数（月） 11,359 10,883 10,429
重度訪問介護・重度障害者
等包括支援

利用者数（月） 6 6 6
利用時間数（月） 1,016 1,016 1,016

同行援護
利用者数（月） 159 163 167

利用時間数（月） 3,320 3,486 3,661

行動援護
利用者数（月） 4 4 4

利用時間数（月） 27 27 27

日
中
活
動
系
サ
ー
ビ
ス

生活介護
利用者数（月） 890 913 937
利用日数（月） 17,548 18,178 18,830

自立訓練（機能訓練）
利用者数（月） 23 23 23
利用日数（月） 152 152 152

自立訓練（生活訓練）
利用者数（月） 101 107 114
利用日数（月） 770 784 799

就労移行支援
利用者数（月） 189 207 229
利用日数（月） 2,605 2,813 3,045

就労継続支援（Ａ型）
利用者数（月） 92 91 90
利用日数（月） 1,443 1,403 1,366

就労継続支援（Ｂ型）
利用者数（月） 728 738 750
利用日数（月） 11,436 11,525 11,623

就労定着支援 利用者数（月） 68 74 80
療養介護 利用者数（月） 36 36 36

短期入所（ショートステイ）
利用者数（月） 146 151 156
利用日数（月） 1,409 1,465 1,523

居
住
系

サ
ー
ビ
ス

自立生活援助 利用者数（月） 2[1] 2[1] 2[1]
共同生活援助（グループホーム） 利用者数（月） 559[145] 605[167] 655[192]
施設入所支援 利用者数（月） 333 331 329

相
談

支
援

計画相談支援 利用者数（月） 652 763 894
地域移行支援 利用者数（月） 8[7] 8[7] 9[8]
地域定着支援 利用者数（月） 4[3] 4[3] 4[3]

精
神
障
害
に
も
対
応
し
た
地
域

包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
構
築

精神保健福祉包括ケア推進協議会 開催回数（年） 1 1 1
目標設定及び評価の実施回数 実施回数（年） 1 1 1

関係者の参加者数
保
健

医
療(

精
神
科)

医
療(

精
神
科
以
外)

福
祉

介
護

当
事
者

家
族

行
政
機
関

そ
の
他

3 4 1 6 1 0 1 7 1
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サービス名 単位 令和 3
(2021) 年度

令和 4
(2022) 年度

令和 5
(2023) 年度

児童発達支援
利用者数（月） 648 648 648
利用日数（月） 3,656 3,656 3,656

医療型児童発達支援
利用者数（月） 5 5 5
利用日数（月） 48 48 48

居宅訪問型児童発達支援
利用者数（月） 1 3 5
利用日数（月） 10 18 26

放課後等デイサービス
利用者数（月） 691 714 738
利用日数（月） 7,641 7,771 7,903

保育所等訪問支援
利用者数（月） 24 24 34
利用日数（月） 24 24 34

障害児相談支援 利用者数（月） 109 115 121

サービス名 単位 令和 3
(2021) 年度

令和 4
(2022) 年度

令和 5
(2023) 年度

必
須
事
業

相談支援事業
障害者相談支援事業 実施の有無 実　施 実　施 実　施
協議会 実施の有無 実　施 実　施 実　施
成年後見制度利用支援事業
区長による審判申立て 利用件数（年） 8 8 8
成年後見制度の利用に要する費用の助成 実施の有無 実　施 実　施 実　施
意思疎通支援事業
手話通訳者・要約筆記者派遣事業 登録者数（年） 340 345 350
手話通訳者設置事業 実施の有無 実　施 実　施 実　施
日常生活用具給付等事業
介護・訓練支援用具 利用件数（年） 22 22 22
自立生活支援用具 利用件数（年） 87 87 87
在宅療養等支援用具 利用件数（年） 68 70 72
情報・意思疎通支援用具 利用件数（年） 153 160 167
排泄管理支援用具 利用件数（年） 8,280 8,280 8,280
居宅生活動作補助用具（住宅改修） 利用件数（年） 9 9 9

移動支援事業
利用者数（月） 500 500 500
利用時間（月） 5,385 5,385 5,385

地域活動支援センター事業
利用者数（月） 1,734 1,734 1,734

実施箇所数 5 5 5

任
意

事
業

訪問入浴サービス 利用件数（年） 1,894 1,894 1,894
自動車運転免許取得費助成 利用件数（年） 7 7 7
自動車改造費助成 利用件数（年） 5 5 5



基本理念

1 計画策定の背景と趣旨６ 計画の基本理念及び基本目標 ７ 施策の展開

自分らしい生き方を自ら選択、決定し、自立した生活を
営むことができるように支援していきます。

【基本施策】
（１）相談体制の充実　（２）社会参加の支援　（３）社会資源の充実
（４）生活支援　（５）保健・医療支援　（６）権利擁護 

１ 自立生活支援

一人ひとりが持つ可能性や能力を十分に発揮し、
いきいきと働き続けられるように支援していきます。

【基本施策】 （１）一般就労への支援
（２）福祉的就労への支援

２ 就労支援

地域の中ですべての子どもたちが健やかに育ち、
豊かな人間力を育めるように支援していきます。

【基本施策】 （１）障害児サービスの充実　（２）早期療育の充実
（３）特別支援教育の推進

３ 育成支援

障害のある人もない人も地域の中でともに支えあい、
安心していきいきと暮らせるまちにしていきます。

【基本施策】 （１）障害への理解と交流　（２）地域支援体制の整備
（３）ユニバーサルデザインのまちづくり　（４）防災対策の充実

４ 地域で支えあう
まちづくり

基本目標

基本理念

一人ひとりが持つ可能性や能力を十分に発揮し、
　自立した生活を営み、地域社会の中でともに支えあう

　一員として、いきいきと輝けるようにします。

自立生活支援１

■多様な障害に関する相談に対して適切に対応するため、区と民間の相談機関が各々の
専門性を発揮するとともに、相互に連携して、障害のある方や家族が安心して相談でき
る相談支援体制を構築します。

■地域の相談支援の拠点として総合的な相談業務を実施することができる基幹相談
支援センターを含む相談体制の整備について検討します。

■相談支援事業所において、多様化、個別化する支援ニーズに
的確に対応するため、障害のある方や家族の意向・状況等を
丁寧に把握して利用計画を作成します。

多様な障害に対応できる相談支援体制の充実、質の向上多様な障害に対応できる相談支援体制の充実、質の向上

計画相談支援、障害児相談支援によるケアマネジメントの充実計画相談支援、障害児相談支援によるケアマネジメントの充実

❶相談体制の充実

■区や民間団体が実施する事業やイベントを通して、地域住民などに対し、障害のある
方とのかかわり方や障害への理解を深めるよう働きかけ、さまざまな障害のある方
が自ら望む活動に積極的に参加できる環境づくりを進めます。

■障害のある方のより円滑な社会参加を実現するため、引き続き新たなコミュニケー
ションツールの導入について検討します。

■障害の有無にかかわらず運動やスポーツへの参加機会の促進
を図るため、自主的に安心して運動やスポーツに取り組むた
めの環境づくりとして、支援者育成や組織づくりを進めます。

社会参加促進に向けた支援の充実社会参加促進に向けた支援の充実

障害者スポーツの推進障害者スポーツの推進

❷社会参加の支援

■障害のある方が障害の種別や程度にかかわらず住み慣れた
地域で生活していくために必要な社会資源について、必要量
に合わせて整備の促進を図ります。

■地域で生活する障害のある方の緊急時の対応や相談支援等
を行う地域生活支援拠点の整備を進めます。

地域生活を支援するための社会資源の充実地域生活を支援するための社会資源の充実

❸社会資源の充実

■特別支援学校の卒業生等、施設における日中活動を希望する
すべての障害のある方に日中活動の場を提供することを目指
して、必要量に合わせて施設整備の促進を図ります。

日中活動の場の確保日中活動の場の確保

【重点的な取組】

・相談支援体制の充実
・相談支援の質の向上

【重点的な取組】

・障害者スポーツの推進

【重点的な取組】

・グループホームの整備・
運営支援

・地域生活支援拠点の
整備

・障害者通所施設の
整備支援



基本理念

1 計画策定の背景と趣旨６ 計画の基本理念及び基本目標 ７ 施策の展開

自分らしい生き方を自ら選択、決定し、自立した生活を
営むことができるように支援していきます。

【基本施策】
（１）相談体制の充実　（２）社会参加の支援　（３）社会資源の充実
（４）生活支援　（５）保健・医療支援　（６）権利擁護 

１ 自立生活支援

一人ひとりが持つ可能性や能力を十分に発揮し、
いきいきと働き続けられるように支援していきます。

【基本施策】 （１）一般就労への支援
（２）福祉的就労への支援

２ 就労支援

地域の中ですべての子どもたちが健やかに育ち、
豊かな人間力を育めるように支援していきます。

【基本施策】 （１）障害児サービスの充実　（２）早期療育の充実
（３）特別支援教育の推進

３ 育成支援

障害のある人もない人も地域の中でともに支えあい、
安心していきいきと暮らせるまちにしていきます。

【基本施策】 （１）障害への理解と交流　（２）地域支援体制の整備
（３）ユニバーサルデザインのまちづくり　（４）防災対策の充実

４ 地域で支えあう
まちづくり

基本目標

基本理念

一人ひとりが持つ可能性や能力を十分に発揮し、
　自立した生活を営み、地域社会の中でともに支えあう

　一員として、いきいきと輝けるようにします。

自立生活支援１

■多様な障害に関する相談に対して適切に対応するため、区と民間の相談機関が各々の
専門性を発揮するとともに、相互に連携して、障害のある方や家族が安心して相談でき
る相談支援体制を構築します。

■地域の相談支援の拠点として総合的な相談業務を実施することができる基幹相談
支援センターを含む相談体制の整備について検討します。

■相談支援事業所において、多様化、個別化する支援ニーズに
的確に対応するため、障害のある方や家族の意向・状況等を
丁寧に把握して利用計画を作成します。

多様な障害に対応できる相談支援体制の充実、質の向上多様な障害に対応できる相談支援体制の充実、質の向上

計画相談支援、障害児相談支援によるケアマネジメントの充実計画相談支援、障害児相談支援によるケアマネジメントの充実

❶相談体制の充実

■区や民間団体が実施する事業やイベントを通して、地域住民などに対し、障害のある
方とのかかわり方や障害への理解を深めるよう働きかけ、さまざまな障害のある方
が自ら望む活動に積極的に参加できる環境づくりを進めます。

■障害のある方のより円滑な社会参加を実現するため、引き続き新たなコミュニケー
ションツールの導入について検討します。

■障害の有無にかかわらず運動やスポーツへの参加機会の促進
を図るため、自主的に安心して運動やスポーツに取り組むた
めの環境づくりとして、支援者育成や組織づくりを進めます。

社会参加促進に向けた支援の充実社会参加促進に向けた支援の充実

障害者スポーツの推進障害者スポーツの推進

❷社会参加の支援

■障害のある方が障害の種別や程度にかかわらず住み慣れた
地域で生活していくために必要な社会資源について、必要量
に合わせて整備の促進を図ります。

■地域で生活する障害のある方の緊急時の対応や相談支援等
を行う地域生活支援拠点の整備を進めます。

地域生活を支援するための社会資源の充実地域生活を支援するための社会資源の充実

❸社会資源の充実

■特別支援学校の卒業生等、施設における日中活動を希望する
すべての障害のある方に日中活動の場を提供することを目指
して、必要量に合わせて施設整備の促進を図ります。

日中活動の場の確保日中活動の場の確保

【重点的な取組】

・相談支援体制の充実
・相談支援の質の向上

【重点的な取組】

・障害者スポーツの推進

【重点的な取組】

・グループホームの整備・
運営支援

・地域生活支援拠点の
整備

・障害者通所施設の
整備支援



 

自立した生活を支えるサービスの充実自立した生活を支えるサービスの充実

家族の介護負担の軽減家族の介護負担の軽減

❹生活支援

■精神障害のある方が住み慣れた地 域で充実した生活を送ることができるよう、
入院中から医療機関をはじめとする関係機関と連携し、医療継続と在宅療養の
支援体制を強化します。

精神障害に対応した地域包括ケアシステムの構築精神障害に対応した地域包括ケアシステムの構築

■人工呼吸器や酸素吸入を利用しながら在宅療養をしている
医療依存度の高い在宅療養者が適切な支援を受けることが
できるよう、保健、医療、福祉等の関係機関による協議の場を
設け、連携を図ります。

医療依存度の高い在宅療養者の支援の促進医療依存度の高い在宅療養者の支援の促進

❺保健・医療支援

■区の機関や福祉施設が連携し、障害者虐待の防止や早期
発見、虐待を受けた障害のある方の保護に取り組みます。

■判断能力が十分でない方が住み慣れた地域で安心して生活
できるよう、成年後見制度の積極的な利用の促進を図ります。

■障害のある方が地 域で自立して生活することができるよう、日常生活を支える
サービスの提供を行います。

■介護サービス等の充実により、障害のある方を介護している家族等の負担の軽減を
図ります。

権利を守るための支援の充実権利を守るための支援の充実

❻権利擁護

■医療的ケア児が適切な支援を受けることができるよう、保健、医療、福祉、保育、
教育等の関係機関による協議の場を設け、連携を図ります。

医療的ケア児への支援の促進医療的ケア児への支援の促進

【重点的な取組】

・精神障害に対応した
地域包括ケアシステム
の構築

【重点的な取組】

・成年後見センター事業
の推進

・成年後見制度の利用
支援

就労支援２

育成支援

相談支援体制の充実相談支援体制の充実

❶障害児サービスの充実

３

一般就労への支援の充実一般就労への支援の充実

職場開拓、職域拡大への支援の充実職場開拓、職域拡大への支援の充実

就労先への定着支援の充実就労先への定着支援の充実

❶一般就労への支援

■障害者就労支援施設に対して経営コンサルタントを派遣し、
    工賃向上に結びつく事業の実施・改善の提案を受けるなど、

工賃向上に 結 びつく収 益性の高い 事 業を 安 定 的に確 保
できるよう支援します。

工賃向上に向けた支援工賃向上に向けた支援

❷福祉的就労への支援

■子どもの育ちに対する課題を保護者が認識し始めた時期から就学期に至るいずれ
の時期においても、保護者が抱える不安や悩みを受け止め、子どもと保護者が直面
している課題と、将来についての見通しの双方に対応できるような支援体制の構築
を目指して、相談支援体制を充実させます。

■子どもと保護者に対して包括的な切れ目ない支援ができるよう、区の相談機関の
連携の仕組みを整備するとともに、子どもを取り巻く各機関との、より一層の連携を
図ります。

■就労意欲のある障害のある方に対して、葛飾区障害者就労　
支援センターと民間の就労支援施設とが連携し、一般就労を
支援します。

■障害のある方が一般就労した後も継続して働き続けることが
できるよう、就労定着支援事業所と連携して、さらなる職場定着
支援の充実を図ります。

■多様な就労先や就労形態を確保するため、新たな職場や
職域の拡大を図ります。

【重点的な取組】

・障害者就労支援施設の
工賃向上に向けた支援

【重点的な取組】

・障害者就労支援システム
の整備

・職場開拓の推進
・葛飾区チャレンジ雇用
・定着支援と余暇 ・ 生 活

支援の充実



 

自立した生活を支えるサービスの充実自立した生活を支えるサービスの充実

家族の介護負担の軽減家族の介護負担の軽減

❹生活支援

■精神障害のある方が住み慣れた地 域で充実した生活を送ることができるよう、
入院中から医療機関をはじめとする関係機関と連携し、医療継続と在宅療養の
支援体制を強化します。

精神障害に対応した地域包括ケアシステムの構築精神障害に対応した地域包括ケアシステムの構築

■人工呼吸器や酸素吸入を利用しながら在宅療養をしている
医療依存度の高い在宅療養者が適切な支援を受けることが
できるよう、保健、医療、福祉等の関係機関による協議の場を
設け、連携を図ります。

医療依存度の高い在宅療養者の支援の促進医療依存度の高い在宅療養者の支援の促進

❺保健・医療支援

■区の機関や福祉施設が連携し、障害者虐待の防止や早期
発見、虐待を受けた障害のある方の保護に取り組みます。

■判断能力が十分でない方が住み慣れた地域で安心して生活
できるよう、成年後見制度の積極的な利用の促進を図ります。

■障害のある方が地 域で自立して生活することができるよう、日常生活を支える
サービスの提供を行います。

■介護サービス等の充実により、障害のある方を介護している家族等の負担の軽減を
図ります。

権利を守るための支援の充実権利を守るための支援の充実

❻権利擁護

■医療的ケア児が適切な支援を受けることができるよう、保健、医療、福祉、保育、
教育等の関係機関による協議の場を設け、連携を図ります。

医療的ケア児への支援の促進医療的ケア児への支援の促進

【重点的な取組】

・精神障害に対応した
地域包括ケアシステム
の構築

【重点的な取組】

・成年後見センター事業
の推進

・成年後見制度の利用
支援

就労支援２

育成支援

相談支援体制の充実相談支援体制の充実

❶障害児サービスの充実

３

一般就労への支援の充実一般就労への支援の充実

職場開拓、職域拡大への支援の充実職場開拓、職域拡大への支援の充実

就労先への定着支援の充実就労先への定着支援の充実

❶一般就労への支援

■障害者就労支援施設に対して経営コンサルタントを派遣し、
    工賃向上に結びつく事業の実施・改善の提案を受けるなど、

工賃向上に 結 びつく収 益性の高い 事 業を 安 定 的に確 保
できるよう支援します。

工賃向上に向けた支援工賃向上に向けた支援

❷福祉的就労への支援

■子どもの育ちに対する課題を保護者が認識し始めた時期から就学期に至るいずれ
の時期においても、保護者が抱える不安や悩みを受け止め、子どもと保護者が直面
している課題と、将来についての見通しの双方に対応できるような支援体制の構築
を目指して、相談支援体制を充実させます。

■子どもと保護者に対して包括的な切れ目ない支援ができるよう、区の相談機関の
連携の仕組みを整備するとともに、子どもを取り巻く各機関との、より一層の連携を
図ります。

■就労意欲のある障害のある方に対して、葛飾区障害者就労　
支援センターと民間の就労支援施設とが連携し、一般就労を
支援します。

■障害のある方が一般就労した後も継続して働き続けることが
できるよう、就労定着支援事業所と連携して、さらなる職場定着
支援の充実を図ります。

■多様な就労先や就労形態を確保するため、新たな職場や
職域の拡大を図ります。

【重点的な取組】

・障害者就労支援施設の
工賃向上に向けた支援

【重点的な取組】

・障害者就労支援システム
の整備

・職場開拓の推進
・葛飾区チャレンジ雇用
・定着支援と余暇 ・ 生 活

支援の充実



■ 障 害 の あ る 子どもが 、そ れぞ れ の 希 望 や 嗜 好 に 応じ た 、
多様で充 実した生 活を可能な限り送ることができるよう 、
日常生活を支える支援策を充実させます。

■さまざまな課題や障害のある子どもとその家族を適切に支援
するため、多様な療育体制を検討します。

障害のある子どもの生活を充実させるための支援障害のある子どもの生活を充実させるための支援

障害のある子どもが在籍する幼稚園・保育所等への支援障害のある子どもが在籍する幼稚園・保育所等への支援

早期の発達支援体制の整備早期の発達支援体制の整備

保護者への支援保護者への支援

❷早期療育の充実

■特別支援教育コーディネーター研修や小・中学校教職員等の
初級研修会等を通じて、特別支援教育に関する知識の充実を
図ります。また、「知的障害特別支援学級～学級経営の手引き
～」の活用を図り、教職員の資質を向上させていきます。

教職員の資質の向上教職員の資質の向上

自閉症・情緒障害学級の運営及び増設自閉症・情緒障害学級の運営及び増設

副籍制度の充実と理解促進副籍制度の充実と理解促進

❸特別支援教育の推進

■子どもが多くの時間を過ごす幼稚園・保育所等で安心して
過ごすことができるよう、区の専門機関と民間の保育所等
訪問支援事業所とが連携して支援します。

■ニーズの把握や実態の効果を検証した上で、
増設を行います。

■副籍制度について理解が深まるよう、保護
者向け説明リーフレットの内容を充
実させ、地域指定校との交流を促進
します。

■療育が必要な乳幼児を早期に発見し、支援につなげていく
ため、乳幼児健診や医療機関との緊密な連携を図ります。

■児童発達支援事業所と幼稚園・保育所、就学する学校との
情報連携・支援内容の共有等により、発達に課題のある乳幼
児に対し、適切な支援が行われるようにします。

■発 達の気になる段階から 、保 護 者の戸惑いや不安を
受け止め、寄り添いながら支援を行います。

【重点的な取組】

・特別支援教育の推進

【重点的な取組】
・相談支援体制の充実
・療育機関の整備
・障害のある子どもが在

籍する幼稚園 ・ 保育所
等への支援

【重点的な取組】

・早期の発達支援体制
の整備

・子ども 発 達 センター
事業

地域で支えあうまちづくり４

■障害のある方が住み慣れた地域で安心して自分らしく生活していくことができるよう、
    区や民間団体が実施する事業やイベントを通して障害への理解を深めるとともに、

障害のある方もない方も同じ時間を共有し、相互に交流する機会をつくります。

■障害者施設自主生産品販売所における自主生産品の販売を通して、障害のある方の
活動への理解を深め、また、販売所が障害のある方もない方も相互に理解し合い、
交流を深めることができる場となるよう支援します。

理解の促進と交流の機会の提供理解の促進と交流の機会の提供

■「障害者差別解消支援地域協議会」及び「差別解消部会」が
中心となり、障害者差別に関する事例や相談事例等を収集し、
区の相談窓口に適切につなげます。

■既に実施されている合理的配慮の事例を収集し共有を図るこ
とにより、より多くの場面において合理的配慮の取組が 行わ
れるよう、広く区民・事業者に対する普及・啓発を行います。

■地域で生活する障害のある方を支援していくため、民生委員や地域の障害者関連
団体等と、障害のある方の支援に関する情報交換の機会を創設するなど、連携・協力
体制の構築について検討します。

障害者差別解消の推進障害者差別解消の推進

❶障害への理解と交流

■無電柱化推進計画に位置付けたチャレンジ路線や都市計画
道路、駅周辺などの街づくりに伴う路線について、沿道住民
や電線管理者等の理解を得ながら、検討、設計、用地取得、
工事を順次推進します。

■自転車通行空間の整備やこれを生かした教育・指導に取り組
みます。

誰もが安全・快適に通行できる道路空間の実現誰もが安全・快適に通行できる道路空間の実現

■公園内にだれでもトイレの設置を進めていくことや、建築物
等のバリアフリー化を進めていくことなどにより、障害のある
方が外出しやすい環境の整備に取り組みます。

障害のある方が外出しやすい街づくりの推進障害のある方が外出しやすい街づくりの推進

❸ユニバーサルデザインのまちづくり

地域の支援機関との連携体制の構築地域の支援機関との連携体制の構築

❷地域支援体制の整備

【重点的な取組】

・障害への理解の促進

【重点的な取組】

・バリアフリー事業
・歩道勾配改善事業
・公園内だれでもトイレ

設置
・放 置 自 転 車 の 撤 去・

誘導及び指導
・公共サインの再構築
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■発災時における福祉避難所の円滑な設置・運営を実現するため、地元自治町会等と
連携し、継続的に設置訓練を実施するとともに、さまざまな障害特性に応じた適切
な対応ができるよう福祉避難所の設備や備蓄品等の充実を図ります。

福祉避難所（障害者施設）の強化福祉避難所（障害者施設）の強化

■災害時に、一人で避難することが困難な障害のある方の安否確認や避難行動支援等に
ついて、地域住民等との連携を踏まえながら、具体的な対応方法を検討し、関係機関や
地域で支援できる体制を整えます。

避難行動要支援者への対応の充実避難行動要支援者への対応の充実

■発災時に視覚障害のある方や聴覚障害のある方へ災害情報を伝えるシステムのさらな
る周知を図ります。

障害種別に応じた災害情報の伝達方法の充実障害種別に応じた災害情報の伝達方法の充実

医療依存度の高い在宅療養者や医療的ケア児の災害時支援の強化医療依存度の高い在宅療養者や医療的ケア児の災害時支援の強化

■障害のある方や家族が、災害時に備えて薬剤や医療資材を準
備するよう、啓発を図ります。また、災害時要配慮者を対象と
した避難支援計画を充実させ、関係機関や地域で支援でき
る体制を整えます。

■医療依存度の高い在宅療養者や医療的ケア児に対しては、災害時の支援体制を構
築することを検討します。

■平常時から必要な医薬品・医療資機材等を備蓄するとともに、
災害時には区薬剤師会と連携し、災害薬事センターの開設や
運営を行い、医薬品等卸売販売業者からの医薬品等の供給体
制を確保します。

災害時における医薬品や医療資材等の確保災害時における医薬品や医療資材等の確保

❹防災対策の充実

【重点的な取組】

・障害者施設の防災
拠点化
・災害時要配慮者への
対応計画の作成
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